「非常設型若年妊産婦の居場所設置モデル事業」

	受付番号
	


（様式１）
応募申請書

「非常設型若年妊産婦の居場所設置モデル事業」に係る募集要領の条件等を了承し、
応募申請書を提出します。

令和　７年　月　　日

沖　縄　県　知　事　殿

＜申請者＞

団　体　名　：

住　　　所　：

代 表 者名　：　　　　　　　　　　　　　　　　印

＜担当者＞

部　　　 署 ：

職　　　 名 ：

氏 　　　名 ：

電　　　 話 ：

Ｅ－ＭＡＩＬ：

＊　コンソーシアムの場合は、代表する管理法人名を記載すること。

	コンソーシアムの構成（※コンソーシアムの場合のみ記入）

	法人名
	住所
	代表者名

	
	
	


	（チェックを入れる）

□　「非常設型若年妊産婦の居場所設置モデル事業」


［提出資料］

□　応募申請書（様式１）　□　事業計画書（様式２）　　　　　□　誓約書（様式３）

□　法人概要等（様式４）　□　業務実績（様式５）
□　経費見積書（様式６）　□　経費見積書の明細（任意様式）　□　その他参考資料

（様式２）　　　　　　　事業計画書　　　　【仕様書】に沿ってご記入ください

	1 【仕様書】対象者①②に該当する主な地域


	2 【仕様書】実施体制①に該当する担当者について
担当者①　氏名：　　　　　　　　　資格：　　　　　主な所属等
主な支援経験等

担当者②　氏名：　　　　　　　　　資格：　　　　　主な所属等
主な支援経験



	3 開所予定日及び開所予定時間　※原則一日5時間、ひと月5日（うち1回は土日含む）
【開所日】毎週　　　　曜日　及び月1回　第　　土曜日　又は第　　日曜日　
【開所時間】　　　　：　　　　　～　　　　　　：　　　　　

※いずれも、開所後に県と協議の上、変更は可能。

	4 支援内容　※それぞれの項目に沿って、どのような支援ができるか記入してください
1 居場所の提供
2 妊娠・出産・育児に関する相談
3 性教育・家族計画の相談
4 食事提供・共同調理
5 生活習慣・家事・家計管理等
6 復学・就労
7 送迎
8 記録



	5 関係機関との連携　⑴の対象者在住市町村及び、
●すでに連携事例がある関係機関

●今後、連携を進めたい関係機関



（様式３）

令和　７年　　月　　日

沖 縄 県 知 事　  殿

　　　　　　
申請者名

　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名                         　印

誓　　約　　書
私は、沖縄こどもの貧困緊急対策事業「非常設型若年妊産婦の居場所設置モデル事業」に係る募集要領５の応募資格要件を全て満たしていることを誓約します。

また、下記のいずれにも該当しません。将来においても該当することはありません。

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることになっても、異議は一切申し立てません。

また、警察に対して照会することにも同意します。

記

１　法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人であ
る場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。 

２　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 

３　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。 

４　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき。

５　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。

（様式４）

法人等概要
	法　人 名
事業主名
	

	代表者名
	

	所 在 地
	〒


	連絡先
	代表電話番号 
	
	

	
	Ｅ－ＭＡＩＬ
	
	

	資本金
	
	設立年月日：西暦　　　　年　　月　　日
	

	ホームページ
ＳＮＳ等の
有無
	アカウントあれば〇
HP
Facebook
Instagram
その他
	アカウント等

	

	事業概要
	

	職員（社員）数
	　　　　人（うち正職員　　　人）
	うち委託業務従事者　　　　名
	


 ※組織図を添付すること（任意様式）。
 ※コンソーシアムの場合は、会社毎に提出すること。
 ※会社のパンフレット等があれば１部添付すること。
（様式５）

業務実績

＜自社（自主）事業＞

	ＮＯ
	事業概要
	実績

	１
	
	

	２
	
	

	３
	
	


＜国（独立行政法人、公社及び公団を含む。）又は、地方公共団体からの受託事業＞

	ＮＯ
	受託事業
	実績報告書又は事業の様子がわかる資料添付

	１
	事業名
	
	□実績報告書
□その他資料

	
	事業概要
	
	

	
	契約期間
	
	

	
	契約金額
	
	

	
	成果
	
	

	２
	事業名
	
	□実績報告書
□その他資料

	
	事業概要
	
	

	
	契約期間
	
	

	
	契約金額
	
	

	
	成果
	
	

	３
	事業名
	
	□実績報告書
□その他資料

	
	事業概要
	
	

	
	契約期間
	
	

	
	契約金額
	
	

	
	成果
	
	


　（注）受託事業は、過去３ヵ年以内（令和4年度～令和６年度）とする。

（注）契約期間は、原則単年度とする。ただし、同事業を複数年度受託している場合は、（令和○年度～令和○年度）と記載し、契約金額は単年度毎記載すること。

（様式６）令和7年度経費見積書　団体名「　　　　　　　　　　　　　　　　　」
	経費対象項目　※別途明細を提出のこと
	予算額
	備考

	1.事務費合計
	
	　

	　
	（１）管理費
	
	　

	
	　
	ア.維持費
	　
	
	　

	
	
	　
	(ｱ).携帯電話料金
	
	

	
	
	　
	(ｲ).通信費（送料含む）
	
	　

	
	
	　
	(ゥ)会場費及び水光熱費
	
	

	
	
	イ.その他
	　
	
	　

	
	
	　
	(ｱ).事務消耗品（コピー含）
	
	

	
	
	　
	(ｲ).支払手数料
	
	　

	２事業費
	
	　

	　
	(1)活動費
	
	

	
	　
	ア.利用者交通費
	
	

	
	　
	イ.駐車料金
	
	

	
	(2)報酬・謝金
	
	　

	
	　
	ア.基本報酬
	
	

	
	　
	イ.追加支援加算（＠2,000）
	
	

	
	　
	ウ.緊急宿泊対応（＠1泊30,000）
	
	

	
	　
	エ.
	同行交通費
	
	　

	
	(3)旅費
	
	　

	
	　
	ア.旅費
	　
	
	

	
	(4)その他
	
	　

	
	　
	ア.備品・消耗品費
	
	

	
	
	イ.保険料
	
	

	
	
	ウ.図書購入費等
	
	　

	
	　
	オ.食材費等他
	
	

	３小計（１＋２）
	
	0

	４一般管理費(3ー再委託)×10％以内
	
	　

	５消費税及び地方消費税(3+4)×10％
	
	　

	６合計（３+４+５）
	
	0


